
特集 ࡇ企業の事業承継

「企業DNA」の承継こそ「事業承継」の真意。
現経営者の責務は、後継者たる人材の育成と
「企業DNA」の構築と心得よ
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企業寿命30年説は本当か？
問われる現社長の事業承継に対する認識度

　1980年代半ば、日経ビジネス誌において「企
業は永遠か」「診断 会社の寿命」という特集が
組まれた。その特集から生まれた時代のキーワ
ードが「会社の寿命は30年」だった。これが正
しければ、80年代半ばに創業（もしくは法人化）
された会社は、いままさに寿命を迎えているこ
とになる。
　㈱東京商工リサーチ（TSR）が今年２月に発
表した「業歴30年以上の『老舗』企業倒産」調
査によれば、2017年に倒産した企業のうち、業
歴30年以上の老舗企業の構成比は31.2％で、前
年より1.0ポイント低下した。一方、業歴10年
未満の新興企業は同24.5％と、前年より2.1ポイ
ント上昇している（図表）。また、2017年に倒
産した企業の平均寿命は23.5年で、前年より0.6
年短縮したとしている。
　会社寿命が問われるなかで、避けては通れな
い問題がある。それが「後継者問題」だ。仮に
初代社長が25歳で起業したとすれば、30年後の
現在は55歳。そろそろ事業承継について検討し
てもよい年齢かと思われるが、現実はそうでは
ない。中小企業庁が行なった「中小企業の成長
と投資行動に関するアンケート調査」では、50
歳代の経営者で「事業承継の準備をしている」
とする割合は33.3％と事業承継に対する意識は
まだまだ低い。

承継すべきものは
「企業DNA」

　いま、中小企業の多くが「後継者問題」を抱
えている。葬祭業界においても同様の問題を抱
えている事業者は少なくなく、今後、二代目、
三代目社長の就任が続いていくだろう。しかも、
その多くは初代社長の血縁を中心とする事業承

継になるはずだ。特に、専門葬儀社はその傾向
が高いのではないだろうか。
　しかし、ある専門葬儀社の社長は、「自分の
息子を後継者に指名したとしても、私がもって
いる人脈をそのまま引き継げるとは思わない。
むしろ、自分の人脈をつくりあげることで、い
まの会社に新しい風を吹き込んでいくようにし
なければ、後継者にはなれない」と断言してい
る。その真意は、「これまで築き上げてきた実
績だけに頼ってしまっては、いずれ綻びが生じ
てしまう。むしろ、いまある基盤に新風を取り
込むことで、さらなる成長を期待する」といっ
たものだったのではないかと思えてならない。
　後継者不足に悩んでいる経営者は、葬祭事業
者だけに限らない。多くの中小企業では、後継
者問題により、廃業に至るケースもある。もち
ろん、そうしたなかにはグローバル化による海
外諸国との価格競争に太刀打ちできず、技術力
がありながらも、やむなく事業撤退せざるを得
ないといった企業もあるだろう。
　しかし、葬祭事業はグローバルな価格競争を
行なっているわけではない。むしろ、地域に密
着した、なくてはならない“社会インフラ”と
しての存在ともいえる。それゆえ葬祭事業者は、
簡単にその事業から撤退するというわけにはい
かない。地域密着を標榜しているのであればな
おさらである。
　ところで、事業承継を行なうにあたって何を
重視すべきだろうか。
　家業であった頃は、その多くが血縁を重視し
た事業承継であっただろう。しかし、会館葬時
代を迎え多店舗展開となれば、多くの従業員を
抱えることになる。言い換えれば、家業から企
業へと転換したことで、企業として成熟してい
ったはずである。また、そうしたなかで、各社
とも「自社なりの葬儀」をつくりあげていった
に違いない。そして、そこにあるのは自社の根
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幹ともいうべき「企業DNA」であり、その企
業DNAを成熟させていくことが、本来の事業
承継ではないか。
　そうだとするならば、事業承継は「企業DNA」
を受け継ぎ、それを発展させていくことが最優
先されるべきである。言い換えれば、承継す
べきは企業DNAであって、血縁でもなければ
地縁でもないということだ。もちろん、企業
DNAを承継、発展させていく後継者として血
縁者が選ばれることになんら異論をはさむ余地
はない。
　今号では、事業承継に取り組む葬祭事業者に
取材を行なった。事例には現（旧）経営者と新
経営者による対談形式のものもある。これは両
者の立場から「事業承継」問題を語っていただ
くことで、さまざまな形の事業承継があること
を知ってもらうためでもある。
　詳細については次頁以降を参照願うが、取材
した各社は、いかにして「企業DNA」を引き
継ぎ、発展させていくかという点に注力してい
ることがわかる。さらに、関連イン
タビューとして、㈱家族葬のファミ
ーユ（旧㈱エポック・ジャパン）と
㈱花駒のM&Aに関するインタビュ
ーも行なった。
　京都府精華町にある㈱花駒は、生
花販売店として1964（昭和39）年に
創業。その後、70年ごろに葬祭業に
参入するも、事業承継する者がなく、
98年にいったん自主廃業したが、翌
99年に創業者の甥である小林利弘氏

が第２次創業を果たす。そうしたなかで、葬祭
業に詳しくない小林氏にかわって会社の運営を
任されたのが現社長の上野雄一郎氏だった。そ
の後、地域内でも確固たる地位を築きあげ、15
年には京都市伏見区の葬祭事業者をM&Aする
に至っているが、小林氏、上野氏ともに後継者
となる世代がおらず、発展的な事業承継を目指
すなかで選択したのがM&Aだった。
　家族葬のファミーユを率いる中道康彰社長
は、「M&Aの話は多数持ち込まれますが、“経
営理念の合致”がなければ、M&Aの対象には
ならない」としている。この経営理念こそ各社
が有する企業DNAであり、この合致がなけれ
ば、発展的な事業承継は果たせないと捉えるこ
ともできる。
　葬祭業界も、これから本格的な事業承継が
はじまる。その際、重視すべきは「企業DNA」
を引き継ぎ、さらに発展させる後継者であるこ
と。また、そうした後継者の育成に早くから取
り組むことが重要になるだろう。

図表　業歴別企業倒産件数の推移

資料：㈱東京商工リサーチ
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